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2 第 1期高度成長 (1955-1962年)
『経済白書- S31(1956)年版』は,｢もはや ｢戦後｣ではない｣として,











運輸港湾 ･道路 ･鉄道 ･電信電話 ･用水などの産業基盤投資が膨大な需要を
発生させた｡(15)もちろん,戦前 ･戦中の経験に基づいた日本企業による外国
技術の消化 ･改良と応用新製品の開発という日本的特徴も無視しえない｡(16)
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｢新鋭重化学工業の一挙確立｣がもたらされるが,その背景としては,吹
の2点も忘れてはならない :(i)戦後 IMF体制下の固定レート制の下では,
加盟国は為替相場を平価 (日本は 1ドル-360円)の上下 1%の枠内に維持
することを義務づけられていたため,国際競争力強化による貿易収支 ･国際















































に対しては,長期雇用の保障がなされ (下請 ･臨時工 ･社外工などは景気変
動に伴うバッファーとしての位置付け),賃金格差構造の下で相対的な高賃
金が給付された｡個々の労働者の昇進 ･昇給は年功 ･人事考課 (態度 ･思想
まで評価対象となる)によって決定された｡日本的労使関係は,格差構造の





























































































Ⅳ 第 2期高度成長と輸出依存体質,および戦後 IMF体
制崩壊の始まり















152 経 営 と 経 済





(i) 鉄鋼業では,コンピューター ･コントロールによる次の 4巨大製鉄
























































































































































のであった｡それらは,カラーTV ･VTR ･ラジオ (自動車用/テープレ


















































































































































































































































































































サンフランシスコ会談の 5日後の1998年 9月 9日,日銀は無担保コール















































































に対象を拡大して貿易の存立基盤といえる制度 ･政策 ･経営組織 ･流通組織
172 経 営 と 経 済
などまでも取上げ,前述のような日本の輸入 ｢数値 目標｣の設定に加え,市
場開放の｢客観基準｣を迫った｡分野別協議は,｢政府調達 (コンピューター ･
スーパーコンピューター ･人工衛星 ･電気通信 ･医療技術)｣,｢規制緩和 ･















































地の投機的取引に狂奔した企業 (不動産業 ･ノンバンク ･｢財テク｣に走っ
た一般企業)の経営を破綻に追込み,これらに融資していた銀行に巨額の不





























要 (設備投資 ･消費)縮小との悪循環となった｡また,設備投資 ･消費の冷
込みの基礎には,対束アジア直接投資の急増による国内設備投資 ･雇用の削
減もある｡さらに,国内消費の冷込みは,この雇用削減 ･失業にバブル崩壊






























































































































































































(8) 詳細については次を参照 :小谷義次 『国家資本輸出論』東洋経済新報社,1959年｡
(9) 林昭 『現代社会と日本の大企業』中央経済社,1995年,41頁｡なお,公正取引委員
会の発足は1947年｡
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(10) 以上については次に依拠 :井村,前掲書,106-128頁｡










(19) 林,前掲書,41-42/45頁｡財閥の解体 ･再編などについては次も参照 :儀我壮一
郎 『現代日本の独占企業』ミネルヴァ書房,1962年,第6章 ｢独占的金融機関と独占的

































































































(37) 増田,前掲論文,44-45頁｡次も参照 :井村,前掲書,第 4章 ｢ベ トナム戦争と日




(40) 井村,前掲書,260-262頁 ;林,前掲書,80-82頁.この時期の企業合併 .合同に



























































































TOBの盛行｣『経済学研究』第36巻3号 (1985年)/第40巻2号 (1989年);西川純子 ･
松井和夫 『アメリカ金融史一 建国から1980年代まで』有斐閣,1989年 ;『経済白書



































戦後 日本資本主義の歩み と転機 189
る｡ウォール街の不満を代表したのがルービン財務長官であった｡ルービンの対 日戦

























によるCBSレコー ド･コロンビア映画,ブリジストンによるファイアス トンなど ;
[大型不動産の買い占め例]エクソン本社ビル,ABCビル,ティファニー ･ビル,
ウエスティング ･ホテルズ,ロックフェラー ･センターなど｡一 井村,前掲書,381-
382頁｡
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(87) 同上書,55-61頁｡
(88) 2000年8月11日,日銀は 1年半続いたゼロ金利政策を解除するが,政府 ･自民党の
猛反発を受け,金融緩和政策に戻ってしまう｡01年 2月 9日,公定歩合を0.15%引下
げ,金融機関が希望するときに担保の範囲内で希望する金額を日銀から借入れること














































ることにはならなかった｡｣;③ ｢プラザ合意以降の ｢内需転換｣という唯一 ･最期の
至上命令も,｢基本性格の転換｣となるどころか,バブルの形成と崩壊という形で,致























































































194 経 営 と 経 済
(106) 『中小企業自書- HIO(1998)年版』92頁｡
(107)二瓶,前掲論文,37-38頁｡｢産業空洞化｣については,たとえば次を参照 :小林
英夫 『産業空洞化の克服』中公新書,2003年 ;日本政策投資銀行産業 ･技術部 『産業































戦後 日本資本主義の歩み と転機 川5











となっている (同報告書,第 3節)02004年 6月26日付 『日経新聞』は,同報告書の当
初所得のジニ係数に注目し,｢世帯の所得格差最大に｣ と題して次のように指摘してい
る :1984年調査から7回連続でジニ係数が上昇しており世帯の所得格差が最大 となっ







集が体系的 ･包括的に分析 ･考察している :｢2004年の日本経済をどう見るか (2004年
2月号)｣/ ｢日本経済の ｢景気回復｣をどうみるか (2004年 7月号)｣/ ｢2005年の
日本経済をどうみるか (2005年 2月号)｣｡
